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１．事後チェックのあり方 

（１）総論 

 

○ 議論の中間整理（平成 16 年３月 31 日公益法人制度改革に関する有識者会議）（抜粋） 
３．公益性を取り扱う仕組みのあり方 

（３）今後の検討課題 
④ 適正運営の確保のあり方 

公益性を有する活動を行う法人について、その適正な運営が確保されるための方策を検討するに当たっては、（a）公益性を有するに相応しい規
律を前提とした法人の自律性の確保、（b）法人の組織・運営が適正であるか否かの判断に資する透明性の確保、（c）現行の主務官庁制の下での指

導監督の手法を離れ、法人の適正運営の確保を担保する手段の必要性、といった視点を踏まえる必要がある。 
(a) 自律性の確保については、非営利法人が公益性を有する場合は、ガバナンスを強化し、一般の非営利法人に比べしっかりした規律を確保する

ことにより、適正運営を図る必要がある。こうした観点から、理事の責任のあり方や理事に対するコントロールのあり方等について、さらに
検討を進める。 

(b) また、透明性の確保については、情報開示を充実し、利害関係者に対する情報開示にとどまらず、いわゆる社会監視の考え方により、適正運
営を図ることの必要性について、プライバシーの保護に留意しつつ、議論を深める。その際、情報開示の開示対象、開示内容及び開示方法の

あり方を含めた検討を行う。 
(c) さらに、ガバナンスの強化や、情報開示の充実によっても、なお法人の不適正な運営が生じる可能性があることから、こうした事態に適切に

対処するため、現行の主務官庁による指導監督に代わる、実効性のある事後チェックの手段が必要であり、そのあり方について、外部監査等

の必要性と併せ、さらに検討を行う。 
今後、上記(a)～(c)の検討に当たっては、判断要件のあり方と同様、公益性に係る特別の取扱いの効果や判断主体のあり方等を念頭に置きつつ、

現行の関連法制等や公益法人等の実態を踏まえることが必要である。その際、法人や事業の規模に配慮する必要性についても検討を行う。 
 

 
○ 民法（民法第一編第二編第三編）（明治二十九年法律第八十九号）（抄） 

第六十七条 法人ノ業務ハ主務官庁ノ監督ニ属ス  
② 主務官庁ハ法人ニ対シ監督上必要ナル命令ヲ為スコトヲ得  

③ 主務官庁ハ何時ニテモ職権ヲ以テ法人ノ業務及ヒ財産ノ状況ヲ検査スルコトヲ得  
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（２）事後チェック（監督）の手法 

 
【公益法人関係】 
○ 民法（民法第一編第二編第三編）（明治二十九年法律第八十九号）（抄） 

第六十七条 法人ノ業務ハ主務官庁ノ監督ニ属ス  
② 主務官庁ハ法人ニ対シ監督上必要ナル命令ヲ為スコトヲ得  

③ 主務官庁ハ何時ニテモ職権ヲ以テ法人ノ業務及ヒ財産ノ状況ヲ検査スルコトヲ得  
 

第七十一条 法人カ其目的以外ノ事業ヲ為シ又ハ設立ノ許可ヲ得タル条件若クハ主務官庁ノ監督上ノ命令ニ違反シ其他公益ヲ害スヘキ行為ヲ為シタル場
合ニ於テ他ノ方法ニ依リ監督ノ目的ヲ達スルコト能ハザルトキハ主務官庁ハ其許可ヲ取消スコトヲ得正当ノ事由ナクシテ引続キ三年以上事業ヲ為サザ

ルトキ亦同ジ 
 

○ 公益法人の指導監督体制の充実等について（平成 13 年２月９日公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事会申合せ）（抄） 
公益法人に対する厳正な指導監督を更に徹底するため、指導監督の責任体制を確立するとともに、指導監督の前提となる法人の的確な実態把握のた

めの立入検査の充実等を図ることとし、各府省（国家公安委員会、防衛庁及び金融庁を含む。以下同じ。）において下記の措置を講ずる。 
２ 立入検査の充実 

（１）立入検査の定期的な実施 
所管公益法人に対する立入検査は、少なくとも３年に１回実施する。  

（２）立入検査実施計画の策定 

各府省は、（１）の立入検査を計画的に実施するため、立入検査が一巡する期間を計画期間とする実施計画を策定し、これに基づき立入検査を
実施するものとする。  

（３）臨時立入検査   
（１）の立入検査のほか、各府省は、所管公益法人の業務運営に重大な問題があると認められる場合、従前からの改善指導事項がある場合等特

に必要があると認められる場合には、臨時に立入検査を実施するものとする。  
（４）的確かつ体系的な検査のための措置 

① 各府省は、検査事項を記載した検査票（チェックリスト）を作成し、これに従って立入検査を実施する。検査票（チェックリスト）について
は、 別紙の例を参考に、各府省の実情に応じて作成するものとする。 

② 行政委託型法人等（「行政委託型法人等の総点検の推進について」（平成１０年１２月４日公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹
事会申合せ）の対象法人をいう。）については、①の検査事項のほか、同申合せの別紙に基づき作成した検査事項を追加して、検査を実施する。 

③ 立入検査の結果、必要があると認められた場合には、公認会計士等専門家の協力を得て、法人の業務運営の実態把握に努めるものとする。 
④ 立入検査の結果、法人の業務運営に改善すべき事項が認められた場合には、各府省は、当該法人に対し、速やかに文書等により、期限を付し
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て必要な改善を指示するとともに、これに基づき講じた措置について報告を求めるものとする。 
（５）立入検査の実施結果の公表等 

① 各府省は、毎年度の立入検査の実施状況を取りまとめ、その結果を速やかに公表するとともに、総務省に報告する。 
② 総務省は、各府省の立入検査の実施結果の概要について、必要な取りまとめを行った上、「公益法人に関する年次報告書」により公表する。 

３ その他 

（３）都道府県への要請 
国は都道府県に対し、本申合せと同様の措置を講ずるよう要請する。 

 
○ 指導監督基準等適合状況（平成１４年１０月１日現在） 

所管官庁への書類提出平均率 全体：９３．５％（国：９８．０％、都道府県：９１．６％） 

立入検査実施率（３年に１回実施率） 全体：５５．５％（国：７９．３％、都道府県：４６．１％） 

 
 
【ＮＰＯ法人関係】 
○ 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）（抄） 

（事業報告書等の提出及び公開）  
第二十九条 特定非営利活動法人は、内閣府令で定めるところにより、毎事業年度一回、事業報告書等、役員名簿等及び定款等（その記載事項に変更が

あった定款並びに当該変更に係る認証及び登記に関する書類の写しに限る。）を所轄庁に提出しなければならない。 
２ 所轄庁は、特定非営利活動法人から提出を受けた事業報告書等若しくは役員名簿等（過去三年間に提出を受けたものに限る。）又は定款等について
閲覧の請求があった場合には、内閣府令で定めるところにより、これを閲覧させなければならない。  

 
（報告及び検査）  

第四十一条 所轄庁は、特定非営利活動法人が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款に違反する疑いがあると認められる相当な理由があると
きは、当該特定非営利活動法人に対し、その業務若しくは財産の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、当該特定非営利活動法人の事務所その他の

施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 所轄庁は、前項の規定による検査をさせる場合においては、当該検査をする職員に、同項の相当の理由を記載した書面を、当該特定非営利活動法人

の役員その他の当該検査の対象となっている事務所その他の施設の管理について権限を有する者（以下この項において「特定非営利活動法人の役員等」
という。）に提示させなければならない。この場合において、当該特定非営利活動法人の役員等が当該書面の交付を要求したときは、これを交付させ

なければならない。 
３ 第一項の規定による検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなければならない。 

４ 第一項の規定による検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。  
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 （改善命令）  
第四十二条 所轄庁は、特定非営利活動法人が第十二条第一項第二号、第三号又は第四号に規定する要件を欠くに至ったと認めるときその他法令、法令

に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認めるときは、当該特定非営利活動法人に対し、期限を定め
て、その改善のために必要な措置を採るべきことを命ずることができる。 

 

（設立の認証の取消し）  
第四十三条 所轄庁は、特定非営利活動法人が、前条の命令に違反した場合であって他の方法により監督の目的を達することができないとき又は三年以

上にわたって第二十九条第一項の規定による事業報告書等、役員名簿等又は定款等の提出を行わないときは、当該特定非営利活動法人の設立の認証を
取り消すことができる。  

２ 所轄庁は、特定非営利活動法人が法令に違反した場合において、前条の命令によってはその改善を期待することができないことが明らかであり、か
つ、他の方法により監督の目的を達することができないときは、同条の命令を経ないでも、当該特定非営利活動法人の設立の認証を取り消すことがで

きる。  
３・４ （略） 

 
○ 「ＮＰＯ法の運用方針」について（平成 15 年３月 25 日（平成 15 年 12 月 18 日改定）内閣府国民生活局）（抜粋） 

  また、ＮＰＯ法人は、設立後においても当然に認証基準を満たしている必要がある。ただし、法第 41 条第１項に基づく報告徴収・立入検査（以
下「報告徴収等」という。）の対象となり得る監督関係の運用上の判断基準については、一時的な要因や特殊事情から、認証基準を満たさない事業

年度がやむなく生じる場合も考慮することとする。 
（２）特定非営利活動に係る事業 
＜運用上の判断基準＞ 

②報告徴収等の対象となり得る監督基準 
 特定非営利活動に係る事業の支出規模が、２事業年度連続して総支出額の３分の１以下である場合。 

（３）その他の事業 
 １）経営 

＜運用上の判断基準＞ 
②報告徴収等の対象となり得る監督基準 

 その他の事業において、２事業年度連続して赤字計上されている場合。 
 ２）収益 

＜運用上の判断基準＞ 
②報告徴収等の対象となり得る監督基準 

   その他の事業の収益が、２事業年度連続して特定非営利活動に係る事業会計に全額繰り入れていない場合。 
（４）管理運営 
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＜運用上の判断基準＞ 
②報告徴収等の対象となり得る監督基準 

   管理費の総支出額に占める割合が、２事業年度連続して３分の２以上である場合。 
 
 

【宗教法人関係】 
○ 宗教法人法（昭和二十六年法律第百二十六号）（抄） 

（財産目録等の作成、備付け、閲覧及び提出）  
第二十五条 宗教法人は、その設立（合併に因る設立を含む。）の時に財産目録を、毎会計年度終了後三月以内に財産目録及び収支計算書を作成しなけ

ればならない。 
２ 宗教法人の事務所には、常に次に掲げる書類及び帳簿を備えなければならない。  

  一 規則及び認証書  
  二 役員名簿  

  三 財産目録及び収支計算書並びに貸借対照表を作成している場合には貸借対照表  
  四 境内建物（財産目録に記載されているものを除く。）に関する書類  

  五 責任役員その他規則で定める機関の議事に関する書類及び事務処理簿  
  六 第六条の規定による事業を行う場合には、その事業に関する書類  

３ 宗教法人は、信者その他の利害関係人であつて前項の規定により当該宗教法人の事務所に備えられた同項各号に掲げる書類又は帳簿を閲覧すること
について正当な利益があり、かつ、その閲覧の請求が不当な目的によるものでないと認められる者から請求があつたときは、これを閲覧させなければ
ならない。 

４ 宗教法人は、毎会計年度終了後四月以内に、第二項の規定により当該宗教法人の事務所に備えられた同項第二号から第四号まで及び第六号に掲げる
書類の写しを所轄庁に提出しなければならない。 

５ （略） 
 

 （報告及び質問）  
第七十八条の二 所轄庁は、宗教法人について次の各号の一に該当する疑いがあると認めるときは、この法律を施行するため必要な限度において、当該

宗教法人の業務又は事業の管理運営に関する事項に関し、当該宗教法人に対し報告を求め、又は当該職員に当該宗教法人の代表役員、責任役員その他
の関係者に対し質問させることができる。この場合において、当該職員が質問するために当該宗教法人の施設に立ち入るときは、当該宗教法人の代表

役員、責任役員その他の関係者の同意を得なければならない。  
  一 当該宗教法人が行う公益事業以外の事業について第六条第二項の規定に違反する事実があること。  

二 第十四条第一項又は第三十九条第一項の規定による認証をした場合において、当該宗教法人について第十四条第一項第一号又は第三十九条第一項
第三号に掲げる要件を欠いていること。  
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  三 当該宗教法人について第八十一条第一項第一号から第四号までの一に該当する事由があること。  
２ 前項の規定により報告を求め、又は当該職員に質問させようとする場合においては、所轄庁は、当該所轄庁が文部科学大臣であるときはあらかじめ

宗教法人審議会に諮問してその意見を聞き、当該所轄庁が都道府県知事であるときはあらかじめ文部科学大臣を通じて宗教法人審議会の意見を聞かな
ければならない。 

３ 前項の場合においては、文部科学大臣は、報告を求め、又は当該職員に質問させる事項及び理由を宗教法人審議会に示して、その意見を聞かなけれ

ばならない。 
４ 所轄庁は、第一項の規定により報告を求め、又は当該職員に質問させる場合には、宗教法人の宗教上の特性及び慣習を尊重し、信教の自由を妨げる

ことがないように特に留意しなければならない。 
５ 第一項の規定により質問する当該職員は、その身分を示す証明書を携帯し、宗教法人の代表役員、責任役員その他の関係者に提示しなければならな

い。 
６ 第一項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。  

 
 （公益事業以外の事業の停止命令）  

第七十九条 所轄庁は、宗教法人が行う公益事業以外の事業について第六条第二項の規定に違反する事実があると認めたときは、当該宗教法人に対し、
一年以内の期間を限りその事業の停止を命ずることができる。 

２ 前項の規定による事業の停止の命令は、その理由及び事業の停止を命ずる期間を附記した書面で当該宗教法人に通知してするものとする。 
３ 所轄庁は、第一項の規定による事業の停止の命令に係る弁明の機会を付与するに当たつては、当該宗教法人が書面により弁明をすることを申し出た

ときを除き、口頭ですることを認めなければならない。 
４ 前条第二項の規定は、第一項の規定により事業の停止を命じようとする場合に準用する。  
 

  （認証の取消し）  
第八十条 所轄庁は、第十四条第一項又は第三十九条第一項の規定による認証をした場合において、当該認証に係る事案が第十四条第一項第一号又は第

三十九条第一項第三号に掲げる要件を欠いていることが判明したときは、当該認証に関する認証書を交付した日から一年以内に限り、当該認証を取り
消すことができる。 

２ 前項の規定による認証の取消は、その理由を附記した書面で当該宗教法人に通知してするものとする。 
３ 宗教法人について第一項の規定に該当する事由があることを知つた者は、証拠を添えて、所轄庁に対し、その旨を通知することができる。 

４ 第一項の規定による認証の取消しに係る聴聞の主宰者は、行政手続法 （平成五年法律第八十八号）第二十条第三項 の規定により当該宗教法人の代
表者又は代理人が補佐人とともに出頭することを申し出たときは、これを許可しなければならない。ただし、当該聴聞の主宰者は、必要があると認め

たときは、その補佐人の数を三人までに制限することができる。 
５ 第七十八条の二第二項の規定は、第一項の規定による認証の取消しをしようとする場合に準用する。 

６ 所轄庁は、第一項の規定による認証の取消しをしたときは、当該宗教法人の主たる事務所及び従たる事務所の所在地の登記所に解散の登記の嘱託を
しなければならない。 
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７ 第一項の規定による認証の取消しについては、行政手続法第二十七条第二項 の規定は、適用しない。  
 

 （解散命令）  
第八十一条 裁判所は、宗教法人について左の各号の一に該当する事由があると認めたときは、所轄庁、利害関係人若しくは検察官の請求により又は職
権で、その解散を命ずることができる。  

  一 法令に違反して、著しく公共の福祉を害すると明らかに認められる行為をしたこと。  
  二 第二条に規定する宗教団体の目的を著しく逸脱した行為をしたこと又は一年以上にわたつてその目的のための行為をしないこと。  

三 当該宗教法人が第二条第一号に掲げる宗教団体である場合には、礼拝の施設が滅失し、やむを得ない事由がないのにその滅失後二年以上にわたつ
てその施設を備えないこと。 

四 一年以上にわたつて代表役員及びその代務者を欠いていること。 
五 第十四条第一項又は第三十九条第一項の規定による認証に関する認証書を交付した日から一年を経過している場合において、当該宗教法人につい

て第十四条第一項第一号又は第三十九条第一項第三号に掲げる要件を欠いていることが判明したこと。  
２ 前項に規定する事件は、当該宗教法人の主たる事務所の所在地を管轄する地方裁判所の管轄とする。  

３ 第一項の規定による裁判は、理由を附した決定をもつてする。  
４ 裁判所は、第一項の規定による裁判をするときは、あらかじめ当該宗教法人の代表役員若しくはその代務者又は当該宗教法人の代理人及び同項の規

定による裁判の請求をした所轄庁、利害関係人又は検察官の陳述を求めなければならない。 
５ 宗教法人又は第一項の規定による裁判の請求をした所轄庁、利害関係人若しくは検察官は、同項の規定による裁判に対し、即時抗告をすることがで

きる。抗告は、執行停止の効力を生ずる。 
６ 裁判所は、第一項の規定による裁判が確定したときは、その解散した宗教法人の主たる事務所及び従たる事務所の所在地の登記所に解散の登記の嘱
託をしなければならない。 

７ 前五項に規定するものを除く外、第一項の規定による裁判に関する手続については、非訟事件手続法の定めるところによる。 
 

 
【学校法人関係】 

○ 私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）（抄） 
（報告書の提出）  

第六条 所轄庁は、私立学校に対して、教育の調査、統計その他に関し必要な報告書の提出を求めることができる。 
 

 （収益事業の停止）  
第六十一条 所轄庁は、第二十六条第一項の規定により収益を目的とする事業を行う学校法人につき、次の各号の一に該当する事由があると認めるとき

は、当該学校法人に対して、その事業の停止を命ずることができる。  
  一 当該学校法人が寄附行為で定められた事業以外の事業を行うこと。  
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  二 当該学校法人が当該事業から生じた収益をその設置する私立学校の経営の目的以外の目的に使用すること。  
  三 当該事業の継続が当該学校法人の設置する私立学校の教育に支障があること。  

２ 所轄庁は、前項の規定による停止命令をしようとする場合には、あらかじめ、私立学校審議会等の意見を聴かなければならない。 
３ 所轄庁は、第一項の規定による停止命令をしようとする場合には、行政手続法 （平成五年法律第八十八号）第三十条 の規定による通知において、
所轄庁による弁明の機会の付与に代えて私立学校審議会等による弁明の機会の付与を求めることができる旨並びに当該弁明のために出席すべき私立学

校審議会等の日時及び場所並びに第五項の規定による弁明書を提出する場合における当該弁明書の提出先及び提出期限を通知しなければならない。 
４ 私立学校審議会等は、当該学校法人が私立学校審議会等による弁明の機会の付与を求めたときは、所轄庁に代わつて弁明の機会を付与しなければな

らない。 
５ 前項の規定による弁明は、当該学校法人が弁明書を提出してすることを求めたときを除き、私立学校審議会等に出席してするものとする。 

６ 行政手続法第二十九条第二項 及び第三十一条 （同法第十六条 の準用に係る部分に限る。）の規定は、第四項の規定により私立学校審議会等が行う
弁明の機会の付与について準用する。この場合において、同法第三十一条 において準用する同法第十六条第四項 中「行政庁」とあるのは、「私立学

校法第二十六条第二項の私立学校審議会等」と読み替えるものとする。 
７ 第四項の規定により私立学校審議会等が弁明の機会を付与する場合には、行政手続法第三章 （第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しな

い。 
８ 第一項の規定による停止命令については、行政不服審査法 （昭和三十七年法律第百六十号）による不服申立てをすることができない。  

 
  （解散命令）  

第六十二条 所轄庁は、学校法人が法令の規定に違反し、又は法令の規定に基く所轄庁の処分に違反した場合においては、他の方法により監督の目的を
達することができない場合に限り、当該学校法人に対して、解散を命ずることができる。 

２ 所轄庁は、前項の規定による解散命令をしようとする場合には、あらかじめ、私立学校審議会等の意見を聴かなければならない。 

３ 所轄庁は、第一項の規定による解散命令をしようとする場合には、行政手続法第十五条第一項 の規定による通知において、所轄庁による聴聞に代え
て私立学校審議会等による意見の聴取を求めることができる旨並びに当該意見の聴取の期日及び場所並びに当該意見の聴取に関する事務を所掌する組

織の名称及び所在地を通知しなければならない。この場合において、所轄庁は、次に掲げる事項を教示しなければならない。  
一 当該意見の聴取の期日に私立学校審議会等に出席して意見を述べ、及び証拠書類若しくは証拠物を提出し、又は当該意見の聴取の期日における私

立学校審議会等への出席に代えて陳述書及び証拠書類若しくは証拠物を提出することができること。 
二 当該意見の聴取が終結する時までの間、所轄庁に対し、第一項の規定による解散命令の原因となる事実を証する資料の閲覧を求めることができる

こと。  
４ 私立学校審議会等は、当該学校法人が私立学校審議会等による意見の聴取を求めたときは、所轄庁に代わつて意見の聴取を行わなければならない。 

５ 行政手続法第三章第二節 （第十五条、第十九条、第二十六条及び第二十八条を除く。）の規定は、前項の規定により私立学校審議会等が行う意見の
聴取について準用する。この場合において、同法第十六条第四項 （同法第十七条第三項 において準用する場合を含む。）、第二十条第六項及び第二

十二条第三項（同法第二十五条 において準用する場合を含む。）において準用する同法第十五条第三項 中「行政庁」とあり、同法第十七条第一項 中
「第十九条 の規定により聴聞を主宰する者（以下「主宰者」という。）」とあり、並びに同法第二十条 から第二十五条 までの規定及び同法第二十七
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条第一項 中「主宰者」とあるのは「私立学校法第二十六条第二項の私立学校審議会等」と、同法第二十五条中「命ずることができる」とあるのは「求
めることができる」と、「この場合」とあるのは「私立学校法第二十六条第二項の私立学校審議会等が意見の聴取を再開する場合」と読み替えるもの

とする。 
６ 私立学校審議会等は、前項において準用する行政手続法第二十四条第一項 の調書の内容及び同条第三項 の報告書を十分に参酌して第二項 に規定す
る意見を述べなければならない。 

７ 第四項の規定により私立学校審議会等が意見の聴取を行う場合には、行政手続法第三章 （第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 
８ 第一項の規定による解散命令については、行政不服審査法 による不服申立てをすることができない。 

 
○ 私立学校振興助成法（昭和五十年法律第六十一号）（抄） 

 （所轄庁の権限） 
第十二条 所轄庁は、この法律の規定により助成を受ける学校法人に対して、次の各号に掲げる権限を有する。 

一 助成に関し必要があると認める場合において、当該学校法人からその業務若しくは会計の状況に関し報告を徴し、又は当該職員に当該学校法人の
関係者に対し質問させ、若しくはその帳簿、書類その他の物件を検査させること。  

二～四 （略） 
 

 （書類の作成等） 
第十四条 第四条第一項又は第九条に規定する補助金の交付を受ける学校法人は、文部科学大臣の定める基準に従い、会計処理を行い、貸借対照表、収

支計算書その他の財務計算に関する書類を作成しなければならない。 
２ 前項に規定する学校法人は、同項の書類のほか、収支予算書を所轄庁に届け出なければならない。 
３ 前項の場合においては、第一項の書類については、所轄庁の指定する事項に関する公認会計士又は監査法人の監査報告書を添付しなければならない。

ただし、補助金の額が寡少であつて、所轄庁の許可を受けたときは、この限りでない。  
 

○ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）（抄） 
第四条 国立学校、この法律によつて設置義務を負う者の設置する学校及び都道府県の設置する学校（大学及び高等専門学校を除く。）のほか、学校（高

等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）の通常の課程（以下全日制の課程という。）、夜間その他特別の時間又は時期において授業を行う課程（以
下定時制の課程という。）及び通信による教育を行う課程（以下通信制の課程という。）、大学の学部、大学院及び大学院の研究科並びに第六十九条

の二第二項の大学の学科についても同様とする。）の設置廃止、設置者の変更その他政令で定める事項は、次の各号に掲げる学校の区分に応じ、それ
ぞれ当該各号に定める者の認可を受けなければならない。 

一 公立又は私立の大学及び高等専門学校 文部科学大臣 
二 市町村の設置する高等学校、中等教育学校、盲学校、聾学校、養護学校及び幼稚園 都道府県の教育委員会 

三 私立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、盲学校、聾学校、養護学校及び幼稚園 都道府県知事 
② 前項の規定にかかわらず、同項第一号に掲げる学校を設置する者は、次に掲げる事項を行うときは、同項の認可を受けることを要しない。この場合



  11 

において、当該学校を設置する者は、文部科学大臣の定めるところにより、あらかじめ、文部科学大臣に届け出なければならない。 
一 大学の学部又は大学院の研究科の設置であつて、当該大学が授与する学位の種類及び分野の変更を伴わないもの 

二 第六十九条の二第二項の大学の学科の設置であつて、当該大学が設置する学科の分野の変更を伴わないもの 
三 大学の学部若しくは大学院の研究科又は第六十九条の二第二項の大学の学科の廃止 
四 前三号に掲げるもののほか、政令で定める事項 

③ 文部科学大臣は、前項の届出があつた場合において、その届出に係る事項が、設備、授業その他の事項に関する法令の規定に適合しないと認めると
きは、その届出をした者に対し、必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

④・⑤ （略） 
 

 
【医療法人関係】 

○ 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）（抄） 
第五十一条 医療法人は、毎会計年度の終了後二月以内に、決算を都道府県知事に届け出なければならない。  

２ 前項の規定により届け出るべき事項の細目及び届出の手続は、厚生労働省令で定める。  
 

第六十三条 都道府県知事は、医療法人の業務若しくは会計が法令、法令に基づく都道府県知事の処分、定款若しくは寄附行為に違反している疑いがあ
り、又はその運営が著しく適正を欠く疑いがあると認めるときは、当該医療法人に対し、その業務若しくは会計の状況に関し報告を求め、又は当該職

員に、その事務所に立ち入り、業務若しくは会計の状況を検査させることができる。 
２ 第二十五条第五項及び第六項の規定は、前項の規定による立入検査について準用する。  
 

第六十四条 都道府県知事は、医療法人の業務若しくは会計が法令、法令に基づく都道府県知事の処分、定款若しくは寄附行為に違反し、又はその運営
が著しく適正を欠くと認めるときは、当該医療法人に対し、期限を定めて、必要な措置をとるべき旨を命ずることができる。 

２ 医療法人が前項の命令に従わないときは、都道府県知事は、当該医療法人に対し、期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命じ、又は役員の
解任を勧告することができる。 

３ （略） 
 

第六十四条の二 都道府県知事は、収益業務を行う特別医療法人につき、次の各号のいずれかに該当する事由があると認めるときは、当該特別医療法人
に対して、収益業務の停止を命ずることができる。  

一 当該特別医療法人が定款又は寄附行為で定められた業務以外の業務を行うこと。 
二 当該特別医療法人が収益業務から生じた収益を当該特別医療法人が開設する病院、診療所又は介護老人保健施設の経営に充てないこと。 

三 収益業務の継続が、当該特別医療法人が開設する病院、診療所又は介護老人保健施設の業務に支障があること。  
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第六十五条 都道府県知事は、医療法人が、成立した後又はすべての病院、診療所及び介護老人保健施設を休止若しくは廃止した後一年以内に正当の理
由がないのに病院、診療所又は介護老人保健施設を開設しないとき、又は再開しないときは、設立の認可を取り消すことができる。  

 
第六十六条 都道府県知事は、医療法人が法令の規定に違反し、又は法令の規定に基く都道府県知事の命令に違反した場合においては、他の方法により
監督の目的を達することができないときに限り、設立の認可を取り消すことができる。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により設立の認可を取り消すに当たつては、あらかじめ、都道府県医療審議会の意見を聴かなければならない。  
 

【更正保護法人関係】 
○ 更生保護事業法（平成七年法律第八十六号）（抄） 

 （改善命令等）  
第四十一条 法務大臣は、更生保護法人が、法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認める

ときは、当該更生保護法人に対し、期限を定めて必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 
２ 更生保護法人が前項の命令に従わないときは、法務大臣は、当該更生保護法人に対し、期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命じ、又は役

員の解職を勧告することができる。 
３～５ （略） 

 
 （公益事業又は収益事業の停止）  

第四十二条 法務大臣は、第六条第一項の規定により公益事業又は収益事業を行う更生保護法人につき、次の各号のいずれかに該当する事由があると認
めるときは、当該更生保護法人に対し、一年以内の期間を定めてその事業の停止を命ずることができる。  

  一 当該更生保護法人が定款で定められた事業以外の事業を行うこと。  

  二 当該更生保護法人が当該収益事業から生じた収益を当該更生保護法人の営む更生保護事業又は公益事業以外の目的に使用すること。  
  三 当該公益事業又は収益事業の継続が当該更生保護法人の営む更生保護事業に支障があること。  

 
  （解散命令）  

第四十三条 法務大臣は、更生保護法人が、法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反した場合であって他の方法により監督の目的を
達成することができないとき、又は正当な事由がないのに一年以上にわたってその目的とする事業を行わないときは、解散を命ずることができる。  

 
  （報告及び検査）  

第四十四条 法務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、更生保護法人に対し、その業務若しくは財産の状況に関し報告をさせ、又はその職員
に、更生保護法人の事務所その他の施設に立ち入り、その業務若しくは財産の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを提示しなければならない。 
３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 
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（助言、指導又は勧告）  

第五十六条  法務大臣は、被保護者に対する処遇の適正な実施を確保し、又は認可事業者の健全な育成発達を図るため必要があると認めるときは、認可
事業者に対し、その事業に関し、必要な助言、指導又は勧告をすることができる。 

 

 
【社会福祉法人関係】 

○ 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）（抄） 
 （一般的監督）  

第五十六条 厚生労働大臣又は都道府県知事若しくは指定都市若しくは中核市の長は、法令、法令に基づいてする行政庁の処分及び定款が遵守されてい
るかどうかを確かめるため必要があると認めるときは、社会福祉法人からその業務又は会計の状況に関し、報告を徴し、又は当該職員に、社会福祉法

人の業務及び財産の状況を検査させることができる。  
２ 所轄庁は、社会福祉法人が、法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、又はその運営が著しく適正を欠くと認めるときは、当

該社会福祉法人に対し、期限を定めて、必要な措置を採るべき旨を命ずることができる。 
３ 社会福祉法人が前項の命令に従わないときは、所轄庁は、当該社会福祉法人に対し、期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命じ、又は役員

の解職を勧告することができる。 
４ 所轄庁は、社会福祉法人が、法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反した場合であつて他の方法により監督の目的を達すること

ができないとき、又は正当の事由がないのに一年以上にわたつてその目的とする事業を行わないときは、解散を命ずることができる。 
５～７ （略） 
 

 （公益事業又は収益事業の停止）  
第五十七条 所轄庁は、第二十六条第一項の規定により公益事業又は収益事業を行う社会福祉法人につき、次の各号のいずれかに該当する事由があると

認めるときは、当該社会福祉法人に対して、その事業の停止を命ずることができる。  
  一 当該社会福祉法人が定款で定められた事業以外の事業を行うこと。  

  二 当該社会福祉法人が当該収益事業から生じた収益を当該社会福祉法人の行う社会福祉事業及び公益事業以外の目的に使用すること。  
  三 当該公益事業又は収益事業の継続が当該社会福祉法人の行う社会福祉事業に支障があること。 

 
（助成及び監督）  

第五十八条 国又は地方公共団体は、必要があると認めるときは、厚生労働省令又は当該地方公共団体の条例で定める手続に従い、社会福祉法人に対し、
補助金を支出し、又は通常の条件よりも当該社会福祉法人に有利な条件で、貸付金を支出し、若しくはその他の財産を譲り渡し、若しくは貸し付ける

ことができる。ただし、国有財産法 （昭和二十三年法律第七十三号）及び地方自治法第二百三十七条第二項 の規定の適用を妨げない。  
２ 前項の規定により、社会福祉法人に対する助成がなされたときは、厚生労働大臣又は地方公共団体の長は、その助成の目的が有効に達せられること
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を確保するため、当該社会福祉法人に対して、次に掲げる権限を有する。  
  一 事業又は会計の状況に関し報告を徴すること。  

  二 助成の目的に照らして、社会福祉法人の予算が不適当であると認める場合において、その予算について必要な変更をすべき旨を勧告すること。  
  三 社会福祉法人の役員が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款に違反した場合において、その役員を解職すべき旨を勧告すること。  
３ 国又は地方公共団体は、社会福祉法人が前項の規定による措置に従わなかつたときは、交付した補助金若しくは貸付金又は譲渡し、若しくは貸し付

けたその他の財産の全部又は一部の返還を命ずることができる。  
４ （略） 

 
 （所轄庁への届出）  

第五十九条 社会福祉法人は、毎会計年度終了後三月以内に、事業の概要その他の厚生労働省令で定める事項を、所轄庁に届け出なければならない。 
２ 第四十三条第四項の規定は、前項の場合に準用する。 

 
 

【中間法人関係】 
○ 中間法人法（平成十三年法律第四十九号）（抄） 

 （民法等の準用）  
第九条 （略） 

２～４ （略） 
５ 商法第五十八条及び第五十九条の規定は、中間法人について準用する。この場合において、同法第五十八条第一項第三号中「会社ノ業務ヲ執行スル
社員又ハ取締役」とあるのは、「無限責任中間法人ノ業務ヲ行フ社員又ハ有限責任中間法人ノ理事」と読み替えるものとする。 

 
（解散を求める訴え）  

第八十三条 総社員の議決権の十分の一以上を有する社員は、有限責任中間法人の解散を求める訴えを提起することができる。 
２ 前項の場合において、裁判所は、次に掲げる事情があり、かつ、やむを得ない事由があるときに限り、有限責任中間法人の解散を命ずることができ

る。  
一 有限責任中間法人がその事業の遂行において著しく困難な状況に至り、当該有限責任中間法人に回復することのできない損害が生じ、又は生ずる

おそれがあるとき。 
二 有限責任中間法人に属する財産の管理又は処分が著しく失当で、当該有限責任中間法人の存立を危うくするとき。  

３ 商法第八十八条及び第百九条第二項の規定は、第一項の訴えについて準用する。  
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○ 商法（明治三十二年法律第四十八号）（抄） 
第五十八条 裁判所ハ左ノ場合ニ於テ公益ヲ維持スル為会社ノ存立ヲ許スベカラザルモノト認ムルトキハ法務大臣又ハ株主、債権者其ノ他ノ利害関係人

ノ請求ニ依リ会社ノ解散ヲ命ズルコトヲ得  
  一 会社ノ設立ガ不法ノ目的ヲ以テ為サレタルトキ  
  二 会社ガ正当ノ事由ナクシテ其ノ成立後一年内ニ開業ヲ為サズ又ハ一年以上営業ヲ休止シタルトキ  

  三 会社ノ業務ヲ執行スル社員又ハ取締役ガ法務大臣ヨリ書面ニ依ル警告ヲ受ケタルニ拘ラズ法令若ハ定款ニ定ムル会社ノ権限ヲ踰越シ若ハ濫用スル 
行為又ハ刑罰法令ニ違反スル行為ヲ継続又ハ反覆シタルトキ  

② 前項ノ請求アリタル場合ニ於テハ裁判所ハ解散ノ命令前ト雖モ法務大臣若ハ株主、債権者其ノ他ノ利害関係人ノ請求ニ依リ又ハ職権ヲ以テ管理人ノ
選任其ノ他会社財産ノ保全ニ必要ナル処分ヲ為スコトヲ得 
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【いわゆる通報制度の例】 
○ 昭和二十二年法律第五十四号（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律）（抄） 

第四十五条 何人も、この法律の規定に違反する事実があると思料するときは、公正取引委員会に対し、その事実を報告し、適当な措置をとるべきこと
を求めることができる。 

② 前項に規定する報告があつたときは、公正取引委員会は、事件について必要な調査をしなければならない。 

③ 第一項の規定による報告が、公正取引委員会規則で定めるところにより、書面で具体的な事実を摘示してされた場合において、当該報告に係る事件
について、適当な措置をとり、又は措置をとらないこととしたときは、公正取引委員会は、速やかに、その旨を当該報告をした者に通知しなければな

らない。 
④ （略） 

 
○ 消費生活用製品安全法（昭和四十八年法律第三十一号）（抄） 

 （主務大臣に対する申出） 
第九十三条 何人も、消費生活用製品による一般消費者の生命又は身体に対する危害の発生を防止するために必要な措置がとられていないため一般消費

者の生命又は身体について危害が発生するおそれがあると認めるときは、主務大臣に対し、その旨を申し出て、適当な措置をとるべきことを求めるこ
とができる。 

２ 主務大臣は、前項の規定による申出があつたときは、必要な調査を行ない、その申出の内容が事実であると認めるときは、この法律に基づく措置そ
の他適当な措置をとらなければならない。 

 
○ 家庭用品品質表示法（昭和三十七年法律第百四号）（抄） 
 （経済産業大臣に対する申出） 

第十条 何人も、家庭用品の品質に関する表示が適正に行なわれていないため一般消費者の利益が害されていると認めるときは、経済産業大臣に対して、
その旨を申し出て、適当な措置をとるべきことを求めることができる。 

２ 経済産業大臣は、前項の規定による申出があつたときは、必要な調査を行ない、その申出の内容が事実であると認めるときは、第三条から第七条ま
でに規定する措置その他適当な措置をとらなければならない。 

 
○ 農産物検査法（昭和二十六年法律第百四十四号）（抄） 

 （農林水産大臣に対する申出） 
第三十三条 何人も、第十三条第一項の規定による表示が付され、又は同項の検査証明書が交付された農産物が当該表示又は検査証明書の記載に係る農

産物検査規格に該当しないと認めるときは、農林水産省令で定める手続に従い、その旨を農林水産大臣に申し出て適切な措置をとるべきことを求める
ことができる。 

２ 農林水産大臣は、前項に規定する申出があつたときは、必要な調査を行い、その申出の内容が事実であると認めるときは、第二十三条に規定する措
置その他の適切な措置をとらなければならない。 
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○ 公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）（抄） 

 （懲戒の手続） 
第三十二条 何人も、公認会計士又は会計士補に前二条に該当する事実があると思料するときは、内閣総理大臣に対し、その事実を報告し、適当な措置
をとるべきことを求めることができる。 

２ 前項に規定する報告があつたときは、内閣総理大臣は、事件について必要な調査をしなければならない。 
３～５ （略） 

 
 

【更新制度の例】 
○ 抵当証券業の規制等に関する法律（昭和六十二年法律第百十四号）（抄） 

（登録）  
第三条 抵当証券業は、内閣総理大臣の登録を受けた法人でなければ、営んではならない。  

（登録の有効期間）  
第七条 第三条の登録の有効期間は、登録の日から起算して三年とする。  

 
○ 不動産の鑑定評価に関する法律（昭和三十八年法律第百五十二号）（抄） 

（不動産鑑定業者の登録） 
第二十二条 不動産鑑定業を営もうとする者は、二以上の都道府県に事務所を設ける者にあつては国土交通省に、その他の者にあつてはその事務所の所    
在地の属する都道府県に備える不動産鑑定業者登録簿に登録を受けなければならない。 

２ 不動産鑑定業者の登録の有効期間は、五年とする。 
３ 前項の有効期間の満了後引き続き不動産鑑定業を営もうとする者は、更新の登録を受けなければならない。 

４ 更新の登録の申請があつた場合において、第二項の有効期間の満了の日までにその申請に対する処分がなされないときは、従前の登録は、同項の有
効期間の満了後もその処分がなされるまでの間は、なお効力を有する。 

５ 前項の場合において、更新の登録がなされたときは、その登録の有効期間は、従前の登録の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 
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各 法 人 制 度 比 較 表（事後チェック(監督)のあり方）

項 目 公益法人 法人 宗教法人 学校法人 医療法人 更生保護法人 社会福祉法人 有限責任中間法人NPO

（民法） 認定 法人 （宗教法人法） （私立学校法） （医療法） （社会福祉法） （中間法人法）(特定非営利活動促進法) NPO (更生保護事業法)

事業報告書等の提 ○主務官庁による業務の監督 ○毎事業年度、事業報告 同左 ○毎会計年度の終了 ○私学助成を受けて ○毎会計年度の終了 規定なし ○毎会計年度の終了 規定なし

出 （ Ⅰ） 書等、役員名簿等及び定 ○各事業年度、事業 後四月以内に役員名 いる場合は、貸借対 後二月以内に決算を 後三月以内に、事業67
○主務官庁による監督上必要 款等を所轄庁に提出（ 報告書、受入寄附金 簿、財産目録等、境 照表、収支計算書そ 都道府県知事に届出 概要等を、所轄庁に29

な命令（ Ⅱ） Ⅰ） の額に関する書類等 内建物に関する書類 の他の財務計算に関 （ ） 届出（ ）67 51 59

を国税庁長官に提出 等を所轄庁に提出 する書類、収支予算（25
（租特令 の の Ⅳ） 書等を所轄庁に届出39 22

２Ⅶ） （私学助成法 ）14
報告徴収・立入検 ○主務官庁による監督上必要 ○法令等違反の疑いがあ 同左 ○公益事業以外の事 ○必要な報告書の提 ○業務又は会計が法 ○法律の施行に必要 ○法令等の遵守を確 規定なし

査等 な命令（ Ⅱ） ると認められる相当な理 業を目的に反して行 出（６） 令・定款・寄付行為 な限度で、報告徴収 かめる必要があると67
○いつでも業務・財産状況を 由があるとき、報告徴収 うこと、規則の認証 ○私学助成を受けて 等違反の疑い、運営 又は立入検査（ ） きや、社会福祉法人44

検査（ Ⅲ） 又は立入検査（ ） 要件違反等の疑いあ いる場合は、報告徴 が著しく適正を欠く に対する助成の目的67 41

事 るとき報告徴収･質問 収、質問、立入検査 疑いがあるとき、報 が有効に達せられる○少なくとも３年に１回以上

（ の２） （私学助成法 ①） 告徴収又は立入検査 ことを確保するための立入検査（関係閣僚会議幹 78 12

後 （ ） の報告徴収又は立入事会申合せ） 63
（ 、 ）検査 Ⅰ Ⅱ①56 58

チ 改善命令 ○主務官庁による監督上必要 ○設立要件の不充足、法 同左 規定なし ○法令の規定に適合 ○業務又は会計が法 ○法令等違反、運営 ○法令等違反、運営 規定なし

な命令（ Ⅱ） 令等違反、又は運営が著 しない場合、必要な 令・定款・寄付行為 の不適正のとき、法 の不適正のとき、所67
ェ しく適正を欠くと認めら 措置をとるよう命令 等違反の疑い、運営 務大臣は期限を定め 轄庁は期限を定めて

れるとき、所轄庁による （学校教育法４Ⅲ） の不適正のとき、所 て必要な措置をとる 必要な措置をとるよ

ッ 改善命令（ ） 等 轄庁は期限を定めて よう命令（ Ⅰ） う命令（ Ⅱ）42 41 56

必要な措置をとるよ

ク う命令（ Ⅰ）64

事業停止命令 ○主務官庁による監督上必要 規定なし 同左 ○次の場合、所轄庁 ○次の場合、所轄庁 ○必要な措置命令に ○必要な措置命令に ○必要な措置命令に 規定なし

の な命令（ Ⅱ） による公益事業以外 による収益事業の停 従わないとき、都道 従わないとき、法務 従わないとき、所轄67
の事業の停止命令止命令（ ） 府県知事による業務 大臣による業務の全 庁による業務の全部61

手 （ ） ①寄付行為所定事業 の全部又は一部の停 部又は一部の停止命 又は一部の停止命令79
①公益事業以外の事 以外の事業実施 止命令（ Ⅱ） 令（ Ⅱ） （ Ⅲ）64 41 56

法 業を目的に反して ②収益の目的外使用 ○次の場合、都道府 ○次の場合、法務大 ○次の場合、所轄庁

実施 等 県知事による収益業 臣による公益事業又 は公益事業又は収益

②収益を当該宗教法 務の停止命令（ の は収益事業の停止命 事業の停止を命ずる64

人等の公益事業の ２） 令（ ） ことができる（ ）42 57
ために使用せず ①定款・寄付行為所 ①定款所定事業以外 ①定款所定事業以外

定事業以外の事業 の事業を実施 の事業実施

を実施 ②収益事業からの収 ②収益事業からの収

②収益業務から生じ 益を更生保護事業 益を社会福祉事業

た収益を病院等経 ・公益事業以外の ・公益事業以外の

営に充てない 目的に使用 目的に使用

③収益業務の継続が ③公益事業・収益事 ③公益事業・収益事

病院等の業務に支 業の継続が更生保 業の継続が社会福

障 護事業に支障 祉事業に支障
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項 目 公益法人 法人 宗教法人 学校法人 医療法人 更生保護法人 社会福祉法人 有限責任中間法人NPO
（民法） 認定 法人 （宗教法人法） （私立学校法） （医療法） （社会福祉法） （中間法人法）(特定非営利活動促進法) NPO (更生保護事業法)

法人格取消し（解 ○法人が目的以外の事業を行 ○改善命令に違反した場 同左 ○規則等の認証要件 ○法令等違反の場合 ○成立後又は休止・ ○法令等違反の場合 ○法令等違反の場合 規定なし

散命令 （行政） い又は設立許可を得た条件若 合に、他の方法では監督 を欠いていることが において、他の方法 廃止後１年以内に病 において、他の方法 において、他の方法）

しくは主務官庁の監督上の命 の目的を達することがで 判明したとき、認証 では監督目的を達す 院等を開設しないと では監督目的を達す では監督目的を達す

令に違反した場合等におい きないとき又は３年以上 書の交付から１年以 ることができないと き又は再開しないと ることができないと ることができないと

て、他の方法では監督目的を にわたって事業報告書等 内に限り、所轄庁に き、所轄庁による解 き、都道府県知事に き、又は正当な事由 き、又は正当な事由、

達することができないとき、 役員名簿等又は定款等の よる認証取消し 散命令（ ） よる設立認可取消し なく 年以上事業を なく 年以上事業を（ ）80 62 1 1

事 主務官庁による許可取消し 提出を行わないとき、所 （ ） 行わないとき、法務 行わないとき、所轄65
71 43 56（ ） 轄庁による認証取消し ○法令等違反の場合 大臣による解散命令 庁による解散命令（ （

後 ○正当な事由がなく引き続き Ⅰ） において、他の方法 （ ） Ⅳ）43
３年以上事業を行わないと ○法令等違反の場合に、 では監督目的を達す

チ き、主務官庁による許可取消 改善命令ではその改善を ることができないと

し（ ） 期待することができない き、都道府県知事に71

ェ ことが明らかで、他の方 よる設立の認可取消

法では監督の目的を達す し（ ）66
ッ ることができないとき、

所轄庁による認証取消し

ク （ Ⅱ）43

解散命令（司法） 規定なし 規定なし 同左 ○裁判所は、次の事 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし ○裁判所は、一定の

の 由があると認めたと 場合で公益を維持す

き、所轄庁・利害関 るため法人存立を許

手 係人・検察官の請求 すことができないと

、 、 、又は職権で解散命令 き 法務大臣 社員

法 （ ） 債権者等の利害関係81
①法令に違反し､著し 人の請求により、解

く公共の福祉を害 散命令（９Ⅴ（商法

すると明らかに認 ５８準用 ））

められる行為をし ○裁判所は、法人の

たこと 事業遂行が著しく困

②宗教団体の目的を 難な場合等であり、

著しく逸脱した行 やむを得ない事由が

為をしたこと 等 あるとき、総社員の

議決権の 分の１以10

上の社員の訴えによ

り、解散命令（ ）83


